
施工の安全対策の深化特集 施工の安全対策の深化

1.　はじめに

建設業は，社会インフラの整備や維持管理，災
害時の応急復旧や冬季の除雪作業等を担う重要な
基幹産業であり，私たちの暮らしを支える重要な
役割を担っています。
しかし，従来から通称 3K（きつい，汚い，危

険）の業界と言われ，現場事故の多さが悪い印象
を与えています。実際，岐阜労働局統計による
と，本県の状況としては，建設業は製造業に次い
で多くの労働災害が発生しています（図－ 1）。
県発注工事の事故件数は，10 年ほど前は年間 50
件から 60 件発生しており，対処すべき喫緊の課
題となっていました（図－ 2）。
そこで，平成 22 年度から事故事例資料等を現

場へ提供することで，同様な事故の防止に取り組
んできましたが，その後も事故件数が減少傾向に
はなりませんでした。そのため，平成 26年に事故
防止対策を見直したのに加え，平成 27 年には死
亡事故を契機に現場点検体制の強化を行いました。
本稿では，本県の事故防止対策と現場点検体制
の強化の取り組みについて紹介します。

2.　�事故事例の情報共有による�
安全教育の向上

本県では，平成 22 年度から，現場での安全訓
練・研修等を通じてリスクを把握し，同種工事の
現場における事故防止の参考となるよう，発生し
た全ての事故について，「事故形態別」に分類し
た事故発生状況一覧表（表－ 1）を作成すること
にしました。また，現場での KY活動等に活用

岐阜県の事故防止対策の
取り組みについて
岐阜県 県土整備部 技術検査課

図－ 1　岐阜県内の労働災害発生状況の推移
（岐阜労働局統計より）

図－ 2　岐阜県発注工事における事故件数の推移
（県調べ）
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できるよう，代表例 10 件を取りまとめた事故事
例集を併せて作成し，年に 1回，各建設業者団体
へ提供すると共に，県ホームページにて公開して
きました。
しかし，前年度の 10 件の事例だけでは多様な
事故原因を網羅できないことから，平成 26 年か
らは，より現場の安全教育に活用しやすい形態と
して，過去の事故事例 400 件余りを「工種・作業
単位」で分類した事故事例集（図－ 3）を作成し，

県ホームページ上に公開することとしました。
事故事例集は，定期的な安全訓練・研修におい
て活用することと規定しており，事故事例集の掲
載時に，個別に工種と作業種を掛け合わせた分類
を行うことで利用者の検索をしやすくする工夫を
すると共に，個別事故事例に事故形態も記載する
ことで，データ上で事故形態別の簡易検索を行う
ことも可能としています。
さらに，事故防止対策の一つとして，図－ 4で

表－ 1　事故発生状況一覧表

図－ 3　県ホームページ上で公開している事故事例集リストと個別事故事例サンプル
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示すように事故発生後の情報共有方法を整理して
おり，それに従って県内の現場事故の発生状況を
取りまとめた資料を四半期毎に県ホームページに

掲載し，注意喚起を図っています。これにより，
どのような事故が多く発生しているのかを「見え
る化」しています（図－ 5）。

図－ 4　事故防止対策イメージ

・工事事故は、３月末現在で、４６件（業者事故２２件、公衆災害２４件）発生しており、昨年より７件の増となっている。
・業者事故の形態は、「墜落・転落」が８件、「建設機械」が４件、「転倒」が４件、「工具・資材」が３件、「飛来・落下物」が２件となっている。
なお、「建設機械による事故」２件は死亡事故。ほかに、対象外ではあるが、現場で病死、交通事故で死亡した事案が各１件発生した。
・公衆災害の形態は、「架空・埋設物」が１４件、「交通事故」が６件発生している。また、「架空・埋設物」事故の内訳は、架空物が９件、埋設物が
　５件となっている。
・８月に事故が多発しているのは、猛暑が影響したことが考えられる。

図－ 5　事故発生状況（ホームページ掲載）
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3.　現場安全点検の強化

本県では，このような情報共有による安全教育
の向上に努める一方で，平成 27 年に発生した死
亡事故を契機として，毎月第 2月曜日を「事故防
止の日」と定めて，事故発生抑止策を強化しまし
た。具体的には，安全チェックリスト（表－ 2）に
より，受注者自らが現場点検を必ず行うと共に，
県の出先機関の検査監も，事務所毎に抽出した発
注現場の安全点検を実施しています（写真－ 1）。
この他にも，建設関係団体が行う安全大会や研
修にて，当課職員が講師として講演を行ったり，
資料提供をするなどにより，事故防止の啓発に努
めています。

4.　おわりに

今後の少子高齢化に伴う労働人口の減少によ
り，県内のあらゆる分野で担い手不足が生じてい
ます。とりわけ建設業界では，就労者の高齢化に
より大量の離職が見込まれることから，将来の深
刻な担い手不足が懸念されています。
このため，業界全体で旧 3 K（きつい，汚い，
危険）を払拭し，新 3 K（給与が適正，休暇をと
れる，希望が持てる）を目指して働き方改革を進
めるなど，担い手確保の取り組みを推進している
ところですが，建設業界を魅力的な仕事とするに
は，従事者の安全確保は最優先の課題です。
平成 28 年度より本県の事故発生率は低下傾向
にあり，これまでの取り組みが一定の成果を発揮
したものと考えておりますが，いまだ多くの事故
が発生している状況です（図－ 6）。さらなる事
故発生率減少に向けて，安全教育，現場点検の実
施に加えて，ICT 技術をより積極的に活用する
などして，事故防止対策を推進してまいります。

表－ 2　安全チェックリスト（一部抜粋）

写真－ 1　検査監による現場点検状況
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図－ 6　工事件数と事故発生率（事故件数 /工事件数）
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